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平成 18 年７月４日 

金 融 庁 

 

 

「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム 

（平成１７～１８年度）」の進捗状況について（平成１７年度） 

  

Ⅰ．これまでの経緯等 

  昨年３月に公表された「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平

成１７～１８年度）」（以下「新アクションプログラム」という。）では、各地域金融機関は、そ

れぞれの「地域密着型金融推進計画」（以下「推進計画」という。）に基づく施策の進捗状況に

ついて、半年毎に公表することとされている。 

これまでに、各金融機関が、平成１７年度（１７年４月～１８年３月）の推進計画の進捗状

況を公表し、また、本日、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会、全国信用金庫協会及び全国

信用組合中央協会がその取りまとめの公表を行ったことから、金融庁においても、１７年度の

新アクションプログラムに基づく金融機関の取組み実績について取りまとめ、公表することと

した。 

（参考）対象金融機関数 ５７６金融機関（１８年３月末現在） 

                   地方銀行６５行（埼玉りそな銀行を含む）、第二地方銀行４７行 

                   信用金庫２９２金庫、信用組合１７２組合 

 

 

Ⅱ．地域金融機関の地域密着型金融の機能強化に向けた取組み 

１．地域金融機関の取組み実績 

 １７年度における各金融機関の実績や成果について、各金融機関の公表や業界団体の取り

まとめをもとに主な傾向をまとめれば、以下のとおりである。（特色ある取組みの具体例の概

要については、別紙１参照。） 

  

（１）事業再生・中小企業金融の円滑化 

①創業・新事業支援機能等の強化 

創業等支援融資商品による融資の実績は、件数、金額とも大幅に増加しているほか、企

業育成ファンドへの出資、創業・新事業支援に係る政府系金融機関との協調融資も大きく

増加している。 

個別にみると、著作権を担保とするベンチャー企業向け融資や、株式未公開企業のグリ

ーンシート市場での資金調達の支援、県内金融機関の連携によるベンチャー企業育成ファ

ンドへの出資、地域において今後成長が見込まれる農業・医療分野等に対する県や外部コ

ンサルタント等と提携した融資の実施、等の取組みが行われている。 
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（注）実績については、各業界団体が金融機関に対し実施したアンケート結果をもとに取りまとめている（地方銀行 

（埼玉りそな銀行を含む）、第二地方銀行、信用金庫及び信用組合の合計）。以下同じ。       

 

②取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 

取引先企業に対するコンサルティング・情報提供機能の強化のため、商談会の開催等ビ

ジネスマッチングの取組みが積極的に行われており、その成約案件は大きく増加している。 

個別に見ると、海外企業との交流会の開催や、外部の専門家等と連携したＭ＆Ａ業務の推

進、地元企業の格付取得支援、地場産業の販路拡大支援など、様々な手法による経営相談・

支援の取組みがみられる。 

要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みについては、各金融機関において引き続

き多様な経営改善支援の取組みが積極的に実施されている。キャッシュフローのモニタリ

ング強化や、財務分析の実施により、経営改善支援先の早期選定と改善支援策の早期着手、

経営再構築等に関する助言など、深度ある支援の実施に向けた取組みが見られる。このよ

うな中、１７年度に経営改善支援を行った債務者（正常先を除く）の１６．５％（約 9,800

先）の業況が改善し、債務者区分がランクアップしている。これは前回のアクションプロ

グラムの１年目を上回っている。（要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みについて

は、別紙２、３参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③事業再生に向けた積極的取組み 

事業再生に向けた取組みについては、事業再生を行うためのノウハウの吸収・習得に引

(参考)１７年度の実績等 １５年度 １６年度 １７年度 

１，９４８件 ２，８１７件 ５，４４９件創業等支援融資商品による融資 

１７９億円 ２５０億円 ６０３億円

企業育成ファンドへの出資 ９４億円 １５３億円 ２４１億円

３４６件 ７０２件 ８０９件政府系金融機関等との協調融資   

３７４億円 ６８４億円 ９８７億円

(参考)１７年度の実績等 １５年度 １６年度 １７年度 

ビジネスマッチングの成約案件 ６，２２８件 １０，４２８件 １５，９５４件

株式公開支援（新規） － － ３７件

Ｍ＆Ａ支援（新規） － － ２４５件

 (参考)１７年度の実績等 
１５年度(集中改

善期間の１年目) 

１７年度(重点強

化期間の１年目) 

（参考） 

集中改善期間(15

～16 年度)の累計

経営改善支援取組み先（正常先を除く）の

ランクアップ率 
１６．０％ １６．５％ ２４．５％ 
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き続き努めているほか、中小企業再生支援協議会の活用が着実に増加しており、また、企

業再生ファンドへの出資も増加している。さらに、再生手法としては、ＤＥＳ（債務の株

式化）やＤＤＳ（債務の資本的劣後ローン化）、ＤＩＰファイナンス（法的再生手続に至っ

た企業に対する運転資金の供給）の活用が見られる。 

個別にみると、地場の基幹産業の再生を目指し県全体を面と捉え県内全域にわたる観光

地の複数のホテル・旅館を同時に再生支援した事例や、経営再建中の地元酒造メーカーに

対して政府系金融機関と協調して再生計画終了に当たっての融資を実施した事例が見られ

る。また、再生ノウハウの共有化に向けた事例集の作成や再生事例のホームページへの掲

載、等の取組みも行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                   

④担保・保証に過度に依存しない融資の推進等 

動産・債権譲渡担保融資が着実に増加しているほか、財務制限条項を活用した融資商品

も、件数、金額とも大幅に増加している。また、スコアリングモデルを活用したビジネス

ローンや私募債の引受け、シンジケートローンへの参画の実績も大きく増加しており、担

保・保証に過度に依存しない融資の推進、中小企業の資金調達手法の多様化に向けた取組

みも着実に成果を上げている。 

個別にみると、財務制限条項の内容を定型化した中小企業の利用しやすい商品の開発や、

政府系金融機関と協調して、地域特産品の在庫・売掛金を担保とした融資、衣類の加工方

法に関する特許権を担保とした融資が行われているほか、ＣＳＲ（企業の社会的責任）活

動に積極的な中小企業向けの私募債引受けや、協同組織金融機関における地域ＣＬＯ（ロ

ーン担保証券）への取り組みがみられる。 

 

 

 

 

 

 

(参考)１７年度の実績等 １５年度 １６年度 １７年度 

２０１件 ３０２件 ３８０件中小企業再生支援協議会の再生計画策定先

２，３０５億円 ３，４２２億円 ３，５７２億円

企業再生ファンドへの出資 １０９億円 １６８億円 １６９億円

２９件 ３３件 ２４件ＤＥＳ 

 １７５億円 ２６１億円 １９１億円

７件 ５７件 ６４件ＤＤＳ 

 ５６億円 ２８１億円 ２５７億円

 １５２件 １８８件 １３６件ＤＩＰファイナンス 

５６６億円 １９２億円 １６０億円

(参考)１７年度の実績等 １５年度 １６年度 １７年度 

１０，０９８件 １９，０００件 ２３，５８５件動産・債権譲渡担保融資（売掛債権担

保融資を含む） １，１０２億円 １，７３７億円 １，９９８億円

２，１３１件 ３，６３２件 ５，４８６件財務制限条項を活用した商品による融

資  ３３９億円 ９５４億円 ２，０３１億円
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⑤顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化 

各金融機関において、融資の際の説明事項の書面化や確認書の取り交わしの実施など顧

客への説明態勢の整備に取り組んでいる。また、顧客からの相談や苦情について、本部に

おける対応強化や営業店への指導により再発防止に努めるなど、苦情処理態勢の強化を進

めている。 

⑥人材の育成 

人材育成に向けて、資格取得の推進や職員への各種研修の実施が積極的に行われている。

また、ノウハウ取得を目的とした取引先等への職員派遣や、本部と営業店担当者が共同で

支援先企業の実態把握に努めること等を通じて、目利き能力の向上を図っている金融機関

もみられる。 

 

（２）経営力の強化 

 ①リスク管理態勢の充実 

１９年３月末からのバーゼルⅡ(新しい自己資本比率規制)の適用に備え、自己資本比率

算出方法の精緻化やリスク管理手法の高度化に向け、データ整備やシステムの導入等の態

勢整備が進められている。 

 ②収益管理態勢の整備と収益力の向上 

統合収益管理や部門別収益管理の実施に向けたシステムの構築や高度化、信用リスクデ

ータの蓄積等の取組みが進められている。 

③ガバナンスの強化 

内部統制評価の法制化に対応すべく、専担者の配置や業務プロセスのチェック等の態勢

整備、監査法人との連携強化が進められている。また、協同組織金融機関においては、総

代会に一般の会員・組合員の意見を反映させる仕組みを整備するなど総代会の機能強化に

向けた取組みが進められている。 

 

(参考)１７年度の実績等 １５年度 １６年度 １７年度 

１３６，０１５件 １９１，６８２件 ２５０，１２７件スコアリングモデルを活用した商品に

よる融資 １０，８８６億円 １８，８６７億円 ２６，２９３億円

２１９件 ４２０件 ５６７件シンジケートローンへの参画（アレン

ジャー） ２，９９３億円 ４，７９２億円 ５，２４５億円

４，１０１件 ５，５２５件 ７，７７８件シンジケートローンへの参画（融資団）

１７，３４３億円 ２１，０１０億円 ３０，８０７億円

２，８２５件 ３，１８５件 ３，７２７件私募債の引受け 

４，３３１億円 ４，８４１億円 ５，１０５億円
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④法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化 

不祥事件の未然防止や職員の意識向上、顧客情報管理態勢の強化のため、コンプライア

ンスや情報漏えいを防ぐための研修や営業店への検査・指導の実施といった取組みが進め

られている。また、疑わしい取引等の適切な把握・届出のためのシステム管理や、行内パ

ソコンのセキュリティ強化といった取組みもみられる。 

⑤ＩＴの戦略的活用 

融資業務など各種事務の効率化にＩＴの活用がみられるほか、顧客サポートのためにホ

ームページや電子メールを活用する仕組みの整備や、スパイウェアやフィッシング詐欺対

策として、ホームページを利用する顧客に対するセキュリティソフトの提供、といった取

組みがみられる。 

 

（３）地域の利用者の利便性向上 

地域の活性化に向けて、地方自治体が実施する中心市街地活性化事業に対する補助金交

付までの繋ぎ融資や、新規出店する中小事業者を支援する商品の開発がみられる。 

また、地域貢献に向けて、地元中学校に対する金融経済教育への支援や、地元大学にお

ける金融講座への職員派遣といった取組みがみられるほか、少子化子育て支援向けに子供

２人以上の世帯への金利優遇商品の提供や、環境に配慮している企業を格付し、それに応

じて金利優遇する、といった対応がみられる。 

利用者の利便性の向上等に向けて、警察と連携し、子供の防犯対策の一環として支店の

ＡＴＭコーナーを利用することや、県内自治体に対する社会インフラ整備等のニーズを把

握するためのアンケートを実施している取組みがみられる。 

 

（４）地域金融機関の数値目標の進捗状況 

    地域密着型金融の推進に当たり、情報開示による規律付けが重視されていることも踏ま

え、各金融機関は、様々な具体的な取組み等に関して、自主的に数値目標を掲げている。 

   今回の進捗状況の公表に際しては、436 金融機関において、数値目標に関する１７年度の

進捗状況（実績）について公表が行われている。 

なお、各金融機関が自主的に設定した数値目標のうち、その実績を公表しているものに

ついて、１７年度末時点での達成度について金融機関自身の評価を聞いたところ、約５割

の数値目標において、目標を概ね上回り順調と評価している。 

 数値目標の数 割合 

目標を概ね上回り順調、と評価しているもの １，１８７ ５１．１％

目標に対し概ね順調、と評価をしているもの ５７４ ２４．７％

目標達成に向けて引き続き努力、と評価しているもの ５６２ ２４．２％

計 ２，３２３ １００％
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２．地域金融機関の取組みについての評価及び今後の課題 

（１）地域金融機関の見方 

財務局が実施した金融機関に対する進捗状況のフォローアップによると、ほとんどの金

融機関において、地域密着型金融の機能強化に向けた取組みは順調に進捗していると認識

している。地域密着型金融の機能強化の取組みも３年目に入り、ベンチャー企業や新事業

支援に関する創業・新事業支援機能の強化に関する取組みや、態勢整備の進んだ事業再生

に向けた取組みが成果を出しつつあるのではないかとの評価がみられるほか、経営力の強

化に関しても、不良債権比率が低下傾向にあることを評価する見方があった。 

他方、事業再生に向けた取組みに関しては、対象先の拡大や困難事案への対応が進む中、

より一層のスピードアップや、長年踏み込めなかった老舗先への再生支援が今後求められ

るとの見方があった。また、経営力の強化に関して、競争激化の中リスクに見合う金利改

定を行っていくことや、法令等遵守態勢の強化に向けた取組みのさらなる改善が必要とす

る金融機関がみられる。地域の利用者の利便性向上に向けて、顧客に分かりやすい形での

地域貢献や経営に関する情報の提供が課題であるとの見方もあった。 

 

（２）利用者（借り手）の見方 

   ①利用者アンケートの結果（取組み全体に対する評価） 

中小・地域金融機関に対する利用者等の評価に関するアンケート（注）（以下「利用者

アンケート」という。）の結果によると、地域密着型金融の機能強化に関する取組み全体

に対する評価は、前年調査に比べ、積極的な評価が増加して５割を超える一方、消極的

な評価は減少している。この評価の理由としては、以下のような意見がみられた。 

    （積極的評価) 

・資金の借入だけでなく、相談業務等のサポート面が充実してきている。 

・商工会等と連携した無担保・第三者保証人不要の融資商品等の開発がみられる。 

・企業再生ファンドの創設など新たな企業再生手法への取組みが積極的に行われている。 

・将来性を加味して融資に結びつけるなど、積極的な融資姿勢が窺われる。 

・貸し渋り・貸し剥がしや説明不足などの苦情も聞かなくなり、浸透してきている。 

    （消極的評価） 

・金融機関の健全性確保に重点が置かれている。 

・取組み姿勢は窺えるが具体的な成果が見えない。もっとＰＲすべきである。 

調査項目 積極的評価 消極的評価 

地域密着型金融の機能強化に関する取組み全体 ５２．０（45.4） ３０．３（37.4）

（単位（％）、カッコ内は前年調査の結果、積極的評価と消極的評価の合計と 100％の差は「分からな

い」との回答。以下同じ。） 

 

なお、各金融機関の策定した推進計画については、その内容、分かりやすさに関して

消極的な評価が積極的な評価を上回ったが、その評価の理由として計画自体が内容が盛

り沢山であるが具体的に何をするのか分かりづらい、専門用語や表現をみると利用者に
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見てもらおうとの視点に立っていない、といった意見がみられた。 

また、今後地域金融機関に期待する分野としては、「担保・保証に過度に依存しない融

資等への取組み」が一番多かった。 

（注）中小・地域金融機関に対する利用者等の評価に関するアンケート（全国の財務局において本年

２～４月に、各地域の利用者等（商工関係者、消費者、経営指導員等）を対象に、地域密着型金

融の機能強化に関する各施策への評価等について聴き取り調査を実施）の調査結果については、

別紙４参照。   

 

   ②各施策に対する評価（事業再生・中小企業金融の円滑化への取組み） 

利用者アンケートの項目のうち、事業再生・中小企業金融の円滑化に関連する項目に

関しては、いずれの項目も、積極的な評価が前年調査に比べて増加しており、「創業・新

事業支援機能等の強化への取組み」、「経営相談・支援機能の強化への取組み」、「顧客へ

の説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化への取組み」については、消極的な評価を

上回っているが、他方、「担保・保証に過度に依存しない融資等への取組み」や「事業再

生への取組み」については、依然として消極的な評価を下回っている。また、新アクシ

ョンプログラムにおいて追加された「人材の育成への取組み」については、積極的な評

価が消極的な評価をやや上回っている。 

これらの評価の理由としては、以下のような意見がみられた。 

    （積極的評価） 

・産学官連携によるベンチャーファンドの創設など、産業支援への取組みがみられる。 

・顧客ニーズに応じた経営・業界情報の提供やアドバイスが積極的に行われている。 

・中小企業再生支援協議会等を活用し、地場産業の再生に積極的に取り組んでいる。 

・融資謝絶の際、具体的理由が説明されるなど、適切な対応がなされるようになった。 

（消極的評価） 

・中小企業の技術力や将来性をみる目利き能力が養われていない。 

・財務判断が主であり、収益向上・経営改善に向けたアドバイスまでに達していない。 

・財務リストラなどの支援に止まっている。中小零細企業に対しては進んでいない。 

・担保・保証を重視している姿勢は変わらない。 

   調査項目 積極的評価 消極的評価 

創業・新事業支援機能等の強化への取組み ４０．９（32.8） ３６．８（37.6）

経営相談・支援機能の強化への取組み ４８．０（40.7） ３３．１（36.8）

事業再生への取組み ２５．９（19.4） ３９．４（33.1）

担保・保証に過度に依存しない融資等への取組み ３７．８（33.3） ４５．４（47.5）

顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化への取組み ４６．８（44.3） ２８．６（30.8）

人材の育成への取組み ３４．３ ３３．３ 
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   ③各施策に対する評価（地域の利用者の利便性向上への取組み） 

地域の利用者の利便性向上に関する項目については、いずれの項目も積極的な評価が

前年調査に比べ減少しており、「地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立

（預金者へのサービスを含む）」では消極的な評価を上回ったものの、「地域貢献等に関

する情報開示」、「地域貢献（金融活動を通じた地域経済への貢献等）の状況」について

は、消極的な評価を下回っている。また、新アクションプログラムにおいて追加された

「地域再生推進のための各種施策との連携等」については、積極的な評価が消極的な評

価を下回っている。 

これらの評価の理由としては、以下のような意見がみられた。 

    （積極的評価） 

・コンビニＡＴＭ、ＡＴＭ時間延長、ネットバンキングなど非常に便利になっている。 

・自治体等との連携により、災害復興、観光誘致、農業金融支援等が行われている。 

・後継者育成支援、金融教育などの各種の活動がみられる。 

（消極的評価） 

・ＰＲが不足している。ディスクロージャー誌をもっと分かりやすい言葉で表現して情

報を開示してほしい。 

・店舗の統廃合が進み、待ち時間が長い。手数料が横並びで高い。 

・産学官連携プロジェクトを進めていく中で、様々な提言を行ってもらいたい。 

・商工会等と連携強化を図り、リーダーシップを発揮し地域への貢献に努めてほしい。 

   調査項目 積極的評価 消極的評価 

地域貢献等に関する情報開示 ３７．９（46.1） ３９．１（33.3）

地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立 ４８．７（57.7） ４０．９（29.3）

地域再生推進のための各種施策との連携等 ２４．３ ４０．８ 

地域貢献（金融活動を通じた地域経済への貢献等）の状況 ３４．７（43.7） ４２．８（41.9）

 

 

（３）地域金融機関の取組みについての評価及び今後の課題 

    地域密着型金融の機能強化に向けた取組みは、新アクションプログラムに移行してから

１年が経過したところであるが、創業・新事業支援機能等の強化、取引先企業への経営相

談・支援機能の強化、事業再生に向けた積極的取組み、担保・保証に過度に依存しない融

資の推進等のいずれの項目も、実績は着実に増加しており、また、利用者アンケートにお

いても、いずれも積極的な評価が増加している。 

    ただし、利用者アンケートによれば、事業再生への積極的取組みや、担保・保証に過度

に依存しない融資の推進等に関しては、不十分であるとの意見も多い。また、地域の利用

者の満足度を重視した金融機関経営の確立に関しては、なお、積極的な評価は多いものの

その割合は減少しており、地域貢献等に関する情報開示等については消極的評価が多いな

ど、地域との関係においては今後改善の余地がある。 

    １８年度は、新アクションプログラムの２年目となるが、今後、地域密着型金融の機能
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強化を図っていくためには、事業再生や担保・保証に過度に依存しない融資の一層の推進

をはじめ各種施策の取組みに引き続き積極的に取り組んでいくことが必要であり、とりわ

け分かりやすい形での情報発信等を通じて地域の利用者の理解を高めていく努力が求めら

れており、各金融機関において一層適切な対応がなされることが期待される。 

 



（参考）

地域密着型金融の機能強化の推進に向けた地域金融機関の主な取組み実績

（単位：件、百万円)

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
創業等支援融資商品による
融資

5,449 60,347 2,379 24,194 2,567 26,896 503 9,257

企業育成ファンドへの出資 24,189 18,679 5,415 95

政府系金融機関等との協調
融資

809 98,746 401 67,724 382 28,913 26 2,109

産業クラスターサポートロー
ン

58 1,543 48 1,311 9 229 1 3

新連携事業に対する支援 126 3,021 36 1,192 90 1,829 0 0

ビジネスマッチングの成約案
件

15,954 13,152 2,628 174

株式公開支援 37 35 2 0

社債発行支援 3,690 3,579 110 1

Ｍ＆Ａ支援 245 210 32 3

中小企業再生支援協議会の
再生計画策定先

380 357,255 284 310,178 90 45,926 6 1,151

整理回収機構の支援決定先 22 94,288 20 91,457 1 2,785 1 46

私的整理ガイドラインに基づ
く再生計画策定先

13 133,164 12 130,379 1 2,785 0 0

企業再生ファンドへの出資 16,979 14,552 2,245 182

ＤＥＳ 24 19,163 22 18,620 2 543 0 0

ＤＤＳ 64 25,794 42 16,450 21 8,444 1 900

ＤＩＰファイナンス 136 16,064 95 12,048 39 3,789 2 227

財務制限条項を活用した商
品による融資

5,486 203,115 1,834 150,062 1,650 44,669 2,002 8,384

スコアリングモデルを活用し
た商品による融資

250,127 2,629,307 188,843 1,946,246 56,544 641,592 4,740 41,469

動産・債権譲渡担保融資（売
掛債権担保融資を含む）

23,585 199,804 11,857 130,773 10,414 62,227 1,314 6,804

知的財産権担保融資 9 267 9 267 0 0 0 0

ノンリコースローン 347 502,996 337 497,814 10 5,182 0 0

債権流動化・証券化（ＣＬＯを
含む）

3,251 342,746 2,080 315,486 1,097 25,315 74 1,945

証券化（ＣＬＯ） 2,135 51,292 1,018 26,627 1,043 22,720 74 1,945

シンジケートローンへの参画
（アレンジャー）

567 524,517 526 508,599 41 15,918 0 0

シンジケートローンへの参画
（融資団）

7,778 3,080,727 7,028 2,947,996 701 124,316 49 8,415

私募債の引受け 3,727 510,568 3,576 495,160 149 14,810 2 598

ＰＦＩへの融資 71 32,636 54 25,858 12 6,668 5 110

財務諸表の精度が相対的に高い中
小企業に対する融資商品による融資 19,974 277,912 12,168 186,412 6,665 79,353 1,141 12,147

信用金庫 信用組合

１７年度の実績

項　　　　目 地域銀行
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